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はじめに
　高齢化社会を迎える21世紀は，福祉の時代といわれている。著者は，福祉，すなわち社会福
祉を社会的弱者の自立を促す社会的仕組み，あるいは，自立を援助・介護する社会的仕組みを
制度的に準備し，その制度が経済活動の中で合理的，効率的に運用される市場（マーケット）
の中で機能しなけれぽならないと考えている。市場の中で機能するとは，各種の福祉サービス
価格の決定を福祉サービスの需要者（社会的弱者）と福祉サービス供給老（国家，民間）が，
市場を通して行うことである。そこでは，需要者が必要なサービスを選択する自由が保障され
ている必要がある。また市場では，サービスの種類と品質そして価格に関して供給老間で公正
な競争が行われている事が条件となる。これまで経済学の分野では，「福祉」問題のような社会
的価値判断を必要とする問題を積極的に議論してこなかったように思う。
1　問題の所在
　一部の民間が行うサービスや理学療法などに利用されている商品を除くと，資本主義経済制
度の下で福祉サービスを必要とする需要老と福祉サービスを提供する供給者が，競争的市場で
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出会い，各種のサービス価格を市場で決定していくような条件が確保されているかといえば，
「否」と答えざるを得ないのではなかろうか。では何故福祉は，資本主義経済制度に馴染みに
くいのであろうか。更にいえば「何故福祉の競争的市場が成立しないのであろうか」。その理由
は，第1に福祉は万人に公平（公正）であるべきであるから，競争市場での価格決定は馴染ま
ない，第2に競争市場に馴染まないから，国家が憲法を遵守するためにも事業として提供せざ
るを得ないと考えられる。勿論このような考え方には反論も多い事と思うが，将来的にも国家
が独占的にサービスを提供しつづけていくという事になれば，社会保険料の著しい引き上げは
避けられない。よく指摘されているように，国家のサービスは均質であり（均質が悪いという
のではない），被福祉者は提供されるサービスの選択の自由度が低い。このような点について
は，今後改善されていく事であろうが，多様化していくであろう福祉サービスの需要者の要望
に応えた制度の改廃や新規サービスの開発が，十分に準備されるか甚だ疑問に思っている。
　経済学は，これまで「福祉」について規範的であり，価値判断を学問に持ち込まざるを得な
いという事で，積極的に取り込んでこなかったのではなかろうかと思う。したがってこの種の
問題に対して経済学は，政治的決定プロセスに委ねるという姿勢であった。この小論では，経
済学が「福祉」問題などの価値判断を伴う問題についてどのようなアプローチをとる事によっ
て，「科学」としての性格を失う事なく，議論しうるかという事を整理しておきたい。
2　経済学と価値判断
　経済学の分野でいまだ説得的・論理的に十分解決されていない重要なテーマに，所得分配に
関する問題があるpこの種の問題は，社会的価値判断を必要とするところがら，新古典派を中
心とした経済学では，第一義的な問題ではないとされてきたω。その理由を簡単に述べておこ
う。新古典派理論が中心とするその主要内容は，価格をシグナルとする市場経済機構における
資源の最適配分に関するものである。その分析方法は，主として二つのアプローチからなって
いる。一つの方法は，「事実判断」として，市場経済機構がどのような法則性によって運動して
いるか，というアブ．ローチである。これは実証的分析（Positive　Analysis）と呼ばれているもの
である。この方法に対して今一つの方法は，前者のような法則性にしたがって生み出される資
源の最適配分の中で，社会にとってより望ましいものはどれか，あるいはその資源配分の有効
性を検討しようとするアプローチである。これは規範的分析（Normative　Analysis）と呼ばれ
ているものである。したがって経済学が，「福祉」を論ずる場合には，規範的分析によるものと
なる。
　この二つの方法は，有限の資源と所与の技術条件（すなわち，限られた手段）とを制約条件
（！）新古典派に対する議論が多数ある。なかでもRobinson　J｛13｝，｛14｝や宇沢｛16｝，｛17｝の論文は，
　新古典派理論の基本的問題点を指摘している。
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として，社会の一定の目的に即して最適利用をするという点では，共通性がある。しかしなが
ら，この共通性は，実は形式的なものであり，両者には決定的な差異がある．前者のアプロー
チの方法は，最適利用という目的のために，各経済主体（個人＝家計，企業）の最適化行動を
仮定し，実際の個人行動や企業行動を説明しようとするものである。したがって最適化行動の
仮定が事実と照らして反証されない限り，客観的な説明としての資格を持ちつづける事にな
る。一方後者の方法は，数多くの最適利用の方法の中から，個人や企業，あるいは社会が自由
な意思決定で選択し，多数の可能な目的の中から選択するものである。つまり実証的分析にお
ける最適化行動の仮定が「事実判断」であるのに対して，規範的分析では，その分析の出発点
で「価値判断」を必要とするという決定的な差異がある。特に実証的分析を含む経済学を厚生
経済学（Welfare　Economics）ないしは規範経済学と呼び，　Hicks　J，R｛4｝が指摘したよう
に，この両者は経済学において「双生の兄弟」の位置を占めているといえる。
　では（社会的）価値判断を必要とするような問題について，新古典派理論では何故第一義的
なものとして扱われてこなかったのか。この問いに対しては，さまざまな理由が述べられてい
るが，困難にしている理由の一つに，経済学はどのような問題については，事実判断の方が望
ましく，どのような問題について，価値判断を用いなければならないかを決定する「基準」が
曖昧であり，また決定する基準の決め方が非常に困難であるからである。しかしながら一つの
基準として考えられるのは，「われわれが広汎な意思決定の自由を持っているような問題につ
いては価値判断を下すのが意味があり，事態の変化の幅が狭く意思決定の自由がないような問
題については，価値判断は無意味となって事実判断が下されることになる（2）」。
3　所得分配問題への新古典派経済学的接近
　では「福祉」問題と近似の位置にあると考える「所得分配」問題について考えてみたい。ア
プローヂの方法は，敢えて「価値判断」で分析する方法をとらず，「事実判断」で分析する方法
をとり，この方法が説得性が有るか否かについて考えることにする。
　所得分配は，新古典派の考え方として，市場経済機構の中で各個人が果たす役割（＝生産的
貢献度）に応じてその分配率が決定されるとする。「果たす役割に応じて」決定されるという考
え方は，限界生産力的解釈であるが，そこでは各個人が完全競争的な（均衡状態の）市場経済
の条件の下で，その生産的貢献度に応じた分配が実現されるという期待がある。つまり所得分
配は，各個人が「受け取るに値するだけのものを得る（3）」ことが原則（規準）とされており，そ
の分配分の大きさが，資本主義を基調とする経済では，資産所有の分布と資産用役の市場にお
ける価格決定に大きく依存しているのは当然のことといえよう。そしてFriedman　Mも指摘し
（2）今井，宇沢他共著｛5｝p．93
（3）熊谷尚夫｛6｝p．302
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ているように，各個人の生産的貢献度に応じた所得分配を，個人（＝社会構成員）の大多数が
暗黙のうちに容認しているからこそ，市場経済全体の効率的な稼働性（Workability）が確保さ
れ，保証されているのであるω。つまり分配の問題は，市場の効率性という観点で捉えられて
いるのである。
　このように所得分配に関しては，「果たす役割」に応じて分配率が決定されるということが，
原則（規準）とされ，ゆえに（新厚生経済学を含む）新古典派理論では，事実判断とされ，（社
会的）価値判断を必要とする問題として展開されてこなかった。すなわち「所得がいかに分配
されるべきか」という問題については，政治的プロセスを通じてのみ決定されるべきものであ
り，経済学が所得分配の問題に政策的に（すなわち価値判断を導入して）関与することは，科
学としての経済学の基本的性質に触れることに他ならないと考えるのである。
　しかし現実の経済社会における所得分配の状態はどうであろうか。確かに生産的貢献度に応
じて分配が行われていることは事実であろう。しかしながら，その分配の程度（degree）につ
いてはどうであろうか。実はこの各個人間（＝社会構成員間）における分配の程度が問題であ
る。上述したように資本主義経済体制の社会では，所得の個人的分配の大きさ（＝率）は，そ
の個人の持つ資産の分布と資産用役の価格決定に依存しているが，このことは，資本主義社会
では，（生産要素である）種々の物的資産（すなわち資本や土地）や人的資産（すなわち労働
力）が，原則として私的所有に委ねられ，これらの資産の用役に対する報酬がそのまま資産所
有者の個人所得として帰属するという制度的特徴を持っていることを意味する（5）。さらに資産
の用役に対する報酬，換言すれぽ「生産要素の価格形成は各要素の生産的貢献に対する市場の
評価をあらわし，諸要素が生産過程において担当する特有な機能に応じて生産物価値が帰属さ
れていくことを意味する（6）」。したがって，新古典派理論においては，所得分配の問題は価格理
論の一部として取り扱われていることになり，「分配の程度」という社会的価値判断を必要と
する問題としては，取り扱われていないのである（り。
　このように「事実判断」にたった所得分配問題へのアプローチは，市場経済機構の機能を重
視する立場に立てば，それなりの説得性があると考える。したがって「価値判断」を必要とす
るような問題については，政治的プロセスにおいて決定すべきという考え方も理解できる。し
かし政治的プロセスで決定すべき問題として委ねた「公害」，「大気汚染」，「ゴミ問題」が，実
は「市場の欠落」あるいは「社会的費用」という市場経済機構の機能を重視した経済学の問題
として提起されたことは，70年代以降の経済学や政治的決定プロセスに大きな影響を与えたと
いって良い。これによって価格理論（新古典派理論）は，科学としての基本的性質に触れるこ
となく一歩前進したといっても過言ではない。
（4）Fridman　M｛3｝p．196
（5）熊谷尚夫ibid．，　p．308－309
（6）熊谷尚夫1bid．，　p，308－309
（7）価格理論では，このことを特に「機能的分配の理論」と呼んでいる。
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　しかしながら所得分配問題は，「市場の欠落」，「社会的費用」の概念を含んだ価格理論ではな
かなか説明しきれな：い。所得格差，すなわち個人間における所得分配の不平等性は，事実とし
て存在している。新古典派理論にしたがった場合，資本主義経済制度の下で所得分配の不平等
性は何故起こるのか。第1に，個人間によって資産分布が不均等，第2に，資産用役価格の不
均等が存在しているのに他ならない。では何故資産分布に不均等が生じるのであろうか。ここ
でいう資産とは，物的資産と人的資産を含んだものである。資本主義経済社会においては，人
的資産は，1個人で1労働力のみ所有するが，物的資産の所有量には際限がないのである。そ
して人的資産の持続期間は，1個人一代限りで消滅するが，物的資産は減価する可能性はある
ものの，資本主義経済制度が存続する限り，世代が交代しても，相続可能である。このため資
産分布の不平等は，もっぱら物的資産量の大きさと所有の有無に依存していると考えることが
出来る。
　次に資産用役価格の不均等は，何故生じるのであろうか。資産用役の価格は，それぞれの市
場の需給関係によって決定されると考える。そしてその価格は，用役の「稀少性」と「生産
力」に依存し，競争的均衡状態においては，それぞれの用役の限界生産力に等しい報酬率（分
配率）が支払われることになる。ところが用役の限界生産力自体は，「所与の生産函数（技術の
状態）のもとにおいても，（1）生産物そのものに対する市場の評価，（2）生産過程において併
用される他の生産要素の量，および（3）当該用役の投入量，等に依存する」のである（8㌔これら
からいえることは，用役の種類が比較的稀少なもので，供給の弾力性が小さい生産用役の報酬
率ほど高くなる傾向があるということである。したがって資産用役価格の不均等は，それぞれ
の用役市場の不完全，一部の用役価格の上昇（すなわち技術進歩による一部の用役の生産力の
増大による）や稀少性のない用役で供給の弾力性が高い生産用役（例えば，オートメーション
工程における熟練三等をあまり必要としない比較的単純な労働等）及びそうでない生産用役の
存在に起因していると見る事ができるであろう。
　このように所得分配の問題に関する新古典派理論は，価格理論の中で解決される事になる。
そして資本主義経済社会の構造自体については，個人主義的合理性を容認する事によって，
（分配問題のような）構造上から派生する経済的諸問題は，通常合理性の欠如の結果起こると
解されている。それゆえ分配の程度という問題（後に程度という概念は明らかにされる）は捨
象され，もっぱら生産的貢献度に応じた分配が原則になっており，この原則不都合が生じたと
きに，理論的考察が行われるのである。何となれば，「事実判断」に基づく実証主義経済学であ
る限り，経済学における諸仮定が事実に照らして反証されたならぽ，その理論は客観性を保持
しつづける事が不可能となるからである。
（8）熊谷尚夫ibld．，　p．318
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4・所得分配問題への厚生経済学的接近
　次に分配の程度，すなわち「所得は如何に各個人間に分配されるべきか」という問題，換言
すれば，社会的価値判断を必要とする分配問題に対して経済学は説明しうるかとう事について
考えてみよう。この問題については，従来三通りの考え方がある。
　第1の考え方は，Mar6hall　A，　Pigou　A，Cの立場である。これは，もし個人にと、りて所得の限
界効用が逓学的であり，そして各個人の効用函数が相互に相似であれば，富者から貧老への所
得移転は，社会全体の経済的厚生は増大すると考える立場である。すなわち経済学が分配問題
についても発言できるとしたので・ある。
　第2の考え方は，Pareto　V，　Kaldor　N，　Hicks　J，　Rの立場である。彼らに拠れば，各個人の効
用函数が相互に相似であるためには，各個人・の効用が計測され，効用の増分（限界効用）の比
較や合計が可能である事が条件とされるが，実際にはこれらの増分の単位の関係が不明である
限り不可能とした。特にKaldor　N｛7｝は，厚生経済学が二つの部分に分けられねばならない
とし，・その一つの部分である分配に関しては，経済学者が政策提案をすべきでなく，政治目的
を遂行するための諸方法の代替案を検討し相対的利点を検討するにとどめるべきであると述べ
ている⑨。この立場は新厚生経済学の立場であり，分配の問題については事実判断だけを行う
べき事を主張しているのである。　　．　　　　　　」
　第3の考え方ば，Samuelson　P．　Aに代表される立場である。これも第2の考え方に近く，個
人間の効用比較が可能でなけれぽ，政策的勧告を行う事はできないとしている。しかし
Samuelson　P．　A｛15｝は，　Kaldor　N，　Hicks　J．　Rが新厚生経済学の基礎付けにおいて，補償原
理によるテストを行っている事に触れ，このテストもまた一つの価値判断に他ならない事を指
摘している。すなわち「（政策）問題を二つの部分に分ける試みは，“実際に結果として生じて
いる状況が価値判断的に優れているかどうかではなく，ある状況から他の状況への変化が，生
産あるいは富を客観的に増大させる意味において，経済的に望ましい”という事ができるよう
にする事は，用語上の混乱．（asemantic曲arl）に人を陥れ，問題の本質的な困難さをもつ1とも
らしい口実で巧みにつくろうだけにすぎない」と述べている（lo）。
　このように第1の考え方，すなわちPigou　A，　cの立場に代表される考え方以外，概して分配
の程度につも・』ては、，効用の個人間比較が可能でない限り経済学の範囲内で問題とする事は，適
当でないとしている。したがっで，価値判断を必要とする分配の問題についての「直接に実践
的効力のある回答は，その社会の政治的プロセスをつうじてあたえられるほかはない」事にな
（9）　Kaldor　N｛7｝　p．145
q①　Samuelson　P．　A｛15｝p．11－12，”The　Collected　Scientific　Papers　of　Paul　A．　SAMUELSON”で
　は，p．1054－1055に所収。
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るのである（11）。
　以上所得分配に関して新古典派を中心として，その考え方を整理してきた。しかしながら価
値判断を必要とする「いかに分配されるべきか」という問題については，いまだ実証的（つま
り事実判断として）に明確にされていない。
5　所得分配の公正性
　これまで整理してきたように，分配問題は，市場経済機構の中で価格理論を中心にして考え
られている。したがって，この種の問題は市場の効率性を中心にして議論されており，価格理
論で考える機能的分配の理論は，効率的な稼得所得の分配であり，分配の効率化でもある。し
かしながら民主主義制度を考慮して分配問題を考えるとき，周知の最低限必要な基準が満足さ
れる必要がある。
　満足されなくてはならない最低限必要な基準は，①生活を営む権利の保障，②機会の均等，
そして③生産的貢献度に応じた報酬の確保である。価格理論を踏まえた市場経済の効率化の観
点から考えられる分配は，③「生産的貢献度に応じた報酬」である。しかし①，②の基準は満
足されない。①，②の基準を満足する所得分配は，分配の公正性から考える問題である。とく
に①生活を営む権利を保障するためには，いわゆる「必要に応じた分配」の原則が必要であ
る。したがって効率性を重視した市場経済機構を前提とする場合においても，民主主義社会に
とって，「効率性」と「公正性」のいずれを優先されるか等の議論は無意味であり，この両者は
経済社会活動が安定的に遂行されるために必要な運営原理であって，ど．ちらか一方が欠けても
ならないのである（12）。この原理が無視されて，例えば「必要に応じた分配」つまり公正性のみ
の評価による分配が実施されるならぽ，「“貧困の平等”が生ずることは必至であろう（13）。」
　さて分配の公正性を述べるにあたり，これまで「必要に応じた分配」を公正性の柱として論
じたが，「必要に応じた分配」とは，政策を通じて行われ・る再分配後の所得分配に関する公正性
の問題である。ところがいま一つの公正性の問題としてとりあげねばならないものがある。そ
れは稼得所得の分配に関する公正性の問題であるる
　ところがこの問題は，価格理論における機能的分配の理論により，一つの見解が与えられて
いる。すなわち生産的貢献度に応じた報酬は，民主主義社会において基本的なルール（一つの
倫理基準として）が確立され，容認されている。したがってそこには暗黙のうちに各個人が容
認しうる分配の公正性が確保されているのである。なんとなれぽ，貢献度に応じた分配が実施
されている限り，社会的産出高に応じて個人間に分配の差異が生じても，（実際に）これを容認
する事に異論はないと考えられ，さらにこれを公正な分配と考えるのが通常であるからであろ
（1D　熊谷尚夫ibid．，　p．301
働　村上雅子｛9｝p．1を参照されたい。
（1＄　熊谷尚失｛6｝p．304－305
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う。
　ただしこの場合に，物的資産の所有分布の違いから生じる稼得所得分配の差異については注
意すべきである。この貢献度に応じた分配が社会において公正性を獲得できる場合は，人的資
産の用役に依存する稼得所得の分配に関するときであると考えたほうが良いだろう。
　このように貢献度に応じた分配の公正性に関しては，一応納得のいく説明を価格理論に求め
る事ができるが，政策を通じて行われる再分配後所得の分配に関する公正性の問題に関して
は，現在のところまで統一的な方向での議論がなされていはいないようである（14）。この問題に
はPigou　A・Cが指摘した社会的公正の増大に関する諸命題に対する定式化が含まれており，定
式化のプロセスにおいては，無数に存在するパレート最適点の中から一つの点を選択せねばな
らないという極めて困難な研究が残されているのである。
　そこで，これまで述べてきた事を踏まえて，政策という一つの価値判断を含む，すなわちミ
ニマムを一つの水準（基準）とするようなRawls　Jの公正原理を考えてみよう。
　Rawls｛12｝によれば，社会とは相互利益のための共同事業体とみなされている。つまり各個
人が互いに有利となる点については，利害は一致するが，利益の分配については，互いに利害
が対立するようなもの，これが社会であるとしている。したがって利害の対立を除去するに
は，社会の各個人に，主張しうる権利と主張するために必要な義務を与え，共同事業を遂行す
るに必要な負担と利益の分配を規定するルールが必要となってくる。そして「この必要性を自
覚した人々が，合理的判断に基づき，“fair”な手続きで採択したルールが，“社会的公正の原
理”である（15）」。ただし公正原理が採択されるには，Rawlsは次のような条件を仮定した。すな
わち，自分の社会的地位や能力そして選好すらも知らない状態（すなわち初期状態あるいは根
源的状態）において公正原理は採択されるとした。何故このような状態を仮定したかという
と，「自分の特定の条件に有利になるように，その原理を作り変える事ができないような状態
における選択」を考えたからである（16）。すなわち村上雅子氏｛9｝が指摘するような情報が得
られれば，その個人には既に既得利益が発生した事になり・，公正性が採択されないと考えるか
らである。
　この点については「通常合理的選択は，地位，能力および選好に関する情報を得ているうえ
で，自分の利益を最大化する対象を選ぶ行為を意味する」わけであるが（17），Rawlsはこれをあ
えて拒否しているのである。これを拒否するにいたった理由は，さらに上述の理由に次のこと
が追加されねばならない。それは特定の個人が本来的に備えている能力は，もともと本人の功
績によって生まれたものではなく，その本来的に備えている能力を持って社会的に有利になつ
（1の　したがって「部分的な公正化をはかる「ことが実際には有用な場合が」あるだろう。村上雅子｛9｝
　P．3
（1＄　村上雅子ibid．，　p．4
㈹　Rawls　J｛12｝p．13，村上雅子ibid．，　p．4
（1の　村上雅子ibld．，　p．4
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た場合，それは社会における公正性が守られているとはいえないというのである（18）。したがっ
てRawlsは，初期状態あるいは根源的状態においてのみ公正原理が採択されねばならないとし
たのである。
　Rawlsの公正原理は，二つの原理からなっている。第1原理「各人は他の人の同様の自由と
両立するかぎり，最大限の自由拡大への等しい権利を有する」。第2原理「社会的，経済的不均
等は，（a）公正な貯蓄の原理と両立しうるかぎり，最も不利な人の利益を最大にするように，
また（b）地位や職能がすべての人に機会均等の条件で開かれているように，アレンジされなけ
ればならない」，そして第1原理は第2原理に優先するというのだ（19）。
　この原理が成立するためには，次のような条件が満足される必要がある。すなわち，社会的
基本財に関してミニマムの水準が確保されていること。ここにいう社会的基本財とは，Rawls
によれば，権利と自由，機会と権力および所得と資産である。したがってRawlsの公正原理
は，社会のいかなる種類のものによっても侵害されてはならない社会的基本財に関するミニマ
ムの権利を保障することを目的としているのである。したがって上述の村上雅子氏が指摘する
ように，分配上の公正性から言うと，第2原理の（・）にあるような最も不利な人の所得を最大に
するような分配が公正であるとはいっていないのである。
　Rawlsの議論は，次のような簡単な式であらわすことができる。
　　　　　　U猛min（9｛，gl，…　　，gl　）
　　（f＝1，2，…　，m）は，第i番目の個人の効用をあらわす。（ゴ＝L2，…　　，
n）は第i番目の個人の第j番目の社会的基本財をあらわす。したがって社会の公正をWとい
う社会的厚生函数であらわせば，
　　　　　　W＝min（Ul，　U　2，…　　，　U。）
となる。しかしこの函数が意味を持つのは，Pigouの条件が必要とされる。その条件は次の通り
である。
　　　　　　　　の　　　　　　W＝ΣUf
　　　　　　　　∫
　つまり各個人が社会的基本財から受けるミニマムの効用が，各個人とも同じで，計測可能
で，ミニマムの社会的厚生が，ミニマムの個人の効用の総和になるということが証明されねば
ならない。これを証明するには，個人間のミニマムの効用比較が可能でなければならないこと
は言うまでもない（20）。しかしながら，もしミニマムの水準が社会的合意によって得られるので
あれば，Rawlsの定式化は可能である（21）。
㈹　これに対しては村上｛9｝の批判があるので参照されたい。
⑲　村上雅子ibid．，　p．56，Rawls　J』ibid”p．302－303
⑳W＝毘Uがが可能となるための条件については，山口｛18｝p．24－25を参照されたい。
　　　　ゴ⑳　しかし，シトフスキーの条件やArrow　K．　J｛1・｝の「一般可能性走理」とは満足できないであろ
　う。
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6　所得分配問題とパレート最適
　これまで，Rawlsの公正原理を基軸に据えて民主主義制度における公正性について考察して
きたが，再分配後の所得分配に関する公正性とは何か，またその基準とは何かと言うことに関
しては，まだ十分に整理されていない。経済学が，科学としてその地位を保持していくために
は，いかにしても事実判断に基づく「実証主義分析」に徹する必要がある。しかし頑にこの科
学としての性格を持ちつづけなけれぽならないとすれば，所得分配問題は，経済学の対象では
なくなってくる。すでにArrow　K．　J｛1｝，．Black　D｛2｝等によって，効用の個人間比較が可
能であることという条件について，基数的な選好序列付けから，序数的な選好序列付けを行う
ことによって社会的序列付けの試みもなされている。彼らの試みは，事実上選好順位付けに固
執するのではなく，パレート最適点，あるいは「準パレート最適」を見つけ出すことによっ
て，資源配分（所得分配）を考えようということである。
　パレート最適（Pareto　optimum）は，簡単にいえば，他の個人の満足度を減少させること無
しには，いかなる個人の満足度をも増加させ得ない状態をいう。Pareto　V｛10｝は，効用の計
測など効用の概念を用いて自然科学の方法で経済学を論じることは，困難であることを認識し
て，無差別曲線による選択理論を展開して，パレート最適を導入したのであった。パレート最
適は，価値判断を避け，事実判断にのみ基づいている。このことは，所得分配や福祉など社会
的価値判断を要求する問題に対する突破口を開いたといえよう。では所得分配問題に対してど
のような議論となるのか，科学性の保持の点ではどうなるのか考えてみよう。
　いまRawlsがいう社会的基本財，所得について，そのミニマム水準の高いほうからx，　y，
zとし，個人1，五，皿の3人が，それぞれの水準x，y，　zについて「明確な序数的選好に
より序列」をつけていると仮定する。序列の付け方も簡単化のために，満足，中，不満の3ラ
ンクにする。このような状態のとき，個人1，且，皿は次に示すような選好序列になったと仮
定する。
　　個人1…　　xRyであり，　yRzであるならば，　xRyRzである。（Rは〉）
同様にして個人且…　　yRzRx
　　　　　個人皿zRyRx
　この場合個人1，H，皿のうち二人がyRx，　yRz，　zRxを示しているから，社会的序
列は，yRzRxと決定される条件を見出すことができる6なお3人の場合の選好序列の組み
合わせば，20通りであるが（、C，＝20），　Arrow　K，　Jの「投票のパラドックス」が生じるの
は，2通りだけである。このとき，これらの条件が社会的厚生函数における社会的厚生＝私的
効用の限界代替率という関係，すなわちLange　O｛8｝の∂w／∂ufの値との関係で，分配の
「勅率性」と「公正性」を確保しうるかが問題である。
　もし社：会的序列yRzRxがパレート最適の中の特定点であれば，∂w／∂u仁1という
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値がyというミニマム水準で社会的に決定されたことになり，分配の「効率性」と「公正性」
が確保されることになる。しかしこの方法がn人，選好序列もmランクになった場合はどうな
るのか。またyRzRxで序列づけられたミニマム水準が，経済学上でのパレ’一ト最適である
かどうか種々の問題が残されている。しかしこの問題は，「公正性」というような価値判断を必
要とするような場合には，決まって起こってくるものであり，これを解決するには，Black　D
のように「準パレート最適」というような資源配分状態を考慮する必要も出てくると思う。
　このようにパレート最適の概念を所得分配問題に持ち込むと，個々の個人の判断が一致する
かぎりにおいて，社会的価値判断を下す基準となり，社会的合意を得やすいといえよう。しか
しパレート最適な状態は，その定義からすると無差別曲線上に無数に存在することになるの
で，やはり比較の問題が出てくるのである。例えば，特定個入にとって満足する分配は，必ず
他の特定個人に不満足な分配を生じることになり，パレート最適の概念では，両者を比較考量
しないのである。パレート最適は，一定の分配の方法を決めたとき，最も効率的（無駄のな
い）な状態を選択するに過ぎないのであり，パレート最適の概念をそのまま社会的価値判断を
必要とする問題に援用しようとするには無理がある。しかしながら価格理論の中で，パレート
最適の概念は，上述したが公害や公共財を含む問題に対して，適用されていることも事実であ
る。
　福祉問題は，パレート最適の概念を適用することによって，経済学的な考察に入ることがで
きるのではないかと期待している。この小論は，福祉を経済学的にアプローチするために，価
値判断を必要とする問題に，これまで経済学がいかなる議論をしたかを整理し，その論点をま
とめ，今後の研究の足がかりとしたいと考えたものである。
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